
高 崎 市 ・ 安 中 市 消 防 組 合 人 事 行 政 の 運 営 等 の 状 況 

 

２０２２年度における高崎市・安中市消防組合人事行政の運営等の状況について、次のとおりお知らせします。 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）採用試験の実施状況（２０２２年度実施分）                     

試 験 区 分 申込者数 受験者数 
第１次試験 

合格者数 

最  終 

合格者数 
競争倍率 

消 防 職 ７７人 ６４人 １７人 ９人 ７．１倍 

（２）職員の採用の状況（２０２２年４月採用分）                         （単位：人） 

区     分 
競 争 試 験 選   考 

男 女 計 男 女 計 

消 防 職 １２ ３ １５ － － － 

（３）昇任試験の実施状況 

   なし 

（４）再任用職員の在職状況（２０２２年４月１日現在）（単位：人） 

消 防 職 合   計 

２１ ２１ 

（５）職員の退職の状況（２０２２年４月１日～２０２３年３月３１日）（単位：人） 

定年退職 早期退職 普通退職 死亡退職 合   計 

４ ０ ４ ０ ８ 

（６）職員数の状況（各年度４月１日現在）（単位：人） 

職  員  数 

２０２１年度 ２０２２年度 

４４５ ４４７ 

（注）職員数は、「一般職」に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者、派遣職員などを含み、臨時又は

非常勤職員を除いています。 

 

２ 職員の給与の状況 

（１）人件費の状況（２０２２年度決算） 

歳  出  額 (Ａ) 実 質 収 支 人 件 費(Ｂ) 
人 件 費 率 

(Ｂ／Ａ) 

４，８１８，４９０ 

千円 

４２，０４７ 

千円 

３，７７８，０９６ 

千円 
７８．４ ％ 

（２）職員給与費の状況（２０２２年度普通会計決算） 

職 員 数 

(Ａ) 

給   与   費 
１人あたり 

給与費(Ｂ／Ａ) 

給   料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計(Ｂ)  

 ４４７人 
１，７０８，８５８ 

千円 

６３０，７４６ 

千円 

６８９，８１１ 

千円 

３，０２９，４１５ 

千円 

６，７７７ 

千円 

  職員数は２０２２年４月１日現在の人数です。また職員手当には退職手当及び児童手当を含みません。 

（３）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（２０２２年４月１日現在） 

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

３０８，９３０ 円 ４２４，４９３円 ３６．５歳 

  平均給与月額とは、給料に職員手当を加えた平均の月額です。 



（４）職員の初任給の状況（２０２２年４月１日現在） 

区  分 
高崎市・安中市消防組合 国 

（消防職） （公安職） 

大  学 ２１９，２００円 ２１９，２００円 

短  大 １９９，１００円 １９９，１００円 

高  校 １８１，０００円 １８１，０００円 

（５）級別職員数の状況（２０２２年４月１日現在） 

区 分 標準的職名 職 員 数 構  成  比 

１ 級 消 防 士 ３１人 ７．６％ 

２ 級 副 主 任 ９６人 ２６．１％ 

３ 級 主      任 １６７人 ３１．９％ 

４ 級 係      長 ８１人 １８．０％ 

５ 級 補      佐 ３９人 ８．５％ 

６ 級 課長、署長 ２９人 ７．２％ 

７ 級 消防局次長 ３人 ０．４％ 

８ 級 消 防 局 長 １人 ０．２％ 

９ 級 消 防 局 長 ０人 ０．０％ 

（６）職員手当の状況 

  ①期末手当・勤勉手当 

高崎市・安中市消防組合 国 

        期末手当      勤勉手当 

６月期   １.２００月分    ０.９５０月分 

１２月期   １.２００月分    １.０５０月分 

  計     ２.４０月分    ２.００月分 

職制上の段階、職務の級などによる加算措置 有 

        期末手当      勤勉手当 

６月期   １.２００月分    ０.９５０月分 

１２月期   １.２００月分    １.０５０月分 

  計     ２.４０月分    ２.００月分 

職制上の段階、職務の級などによる加算措置 有 

  ②退職手当 

高崎市・安中市消防組合 国 

支給率     自己都合     早期・定年 

勤続２０年 １９.６６９５月分 ２４.５８６８７５月分 

勤続２５年 ２８.０３９５月分  ３３.２７０７５月分 

勤続３５年 ３９.７５７５月分    ４７.７０９月分 

最高限度額 ４７.７９２７月分    ４７.７０９月分 

その他の加算措置  定年前早期退職特例措置 

          （２％～４５％加算） 

平均支給額            １２，８３０千円 

支給率     自己都合     早期・定年 

勤続２０年 １９.６６９５月分 ２４.５８６８７５月分 

勤続２５年 ２８.０３９５月分  ３３.２７０７５月分 

勤続３５年 ３９.７５７５月分    ４７.７０９月分 

最高限度額 ４７.７９２７月分    ４７.７０９月分 

その他の加算措置  定年前早期退職特例措置 

          （２％～４５％加算） 

  ③時間外勤務手当（２０２２年度） 

 

④扶養手当（２０２２年４月１日現在） 

１ 配偶者                 月額  ６,５００円 

       （行政職給料表８級、９級 

        及びこれらに相当する職務の級の職員は３，５００円） 

２ 子                   月額 １０,０００円 

３ 父母等                 月額  ６,５００円 

       （行政職給料表８級、９級及びこれらに相当する職務の級の職員は３，５００円） 

支 給 総 額 ７１，６４０ 千円 

職員１人あたり支給年額 ２０４ 千円 



４ 満１６歳から満２２歳までの子      月額  ５,０００円を加算 

  ⑤住居手当（２０２２年４月１日現在） 

月額１６,０００円を超える家賃の支払者  家賃月額により月額２８,０００円を限度に支給 

  ⑥通勤手当（２０２２年４月１日現在） 

１ 交通用具使用者  通勤手段、通勤距離により月額３２,８００円を限度に支給 

２ 交通機関利用者  定期券、回数券など相当額を支給（１か月あたり５５,０００円を限度） 

  ⑦特殊勤務手当（２０２２年度） 

支給総額 ６６，５５３ 千円 

支給対象職員１人あたり平均支給年額 １４２，２０７ 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合 １００ ％ 

手当の種類（手当数） ５ 

  ⑧地域手当（２０２２年度） 

支給総額 ９２，１０５千円 

支給対象職員１人あたり平均支給年額 １９６，８０５円 

支給率 ４．９ ％ 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）勤務時間の状況（２０２２年４月１日現在） 

 １週間の勤務時間 始 業 時 刻 終 業 時 刻 休 憩 時 間 

毎 日 

勤務者 

３８時間４５分 午前８時３０分 

午後５時１５分 正午から午後１時まで 

交 替 

勤務者 
翌日午前８時３０分 

・正午から午後１時まで 

・午後６時から午後７時まで 

・午後１０時から翌午前６時まで

のうち６時間３０分 

（２）年次有給休暇の取得状況 

総付与日時数 総使用日時数 対象職員数 平均取得日数 取 得 率 

１７，２５２日４時間 ７，２４５日 ４４４人 １６．３日 ４２．０％ 

（３）特別休暇の状況 

休 暇 の 種 類 付 与 日 数 ・ 期 間 等 

公民権行使のための休暇 必要と認められる期間 

裁判員、証人、鑑定人、参考人等としての官公署へ

の出頭するための休暇 
必要と認められる期間 

骨髄提供のための休暇 必要と認められる期間 

ボランティア休暇 １の年度において５日の範囲内の期間 

結婚休暇 ５日の範囲内の期間 

出産休暇 
出産予定日以前８週間（多胎妊娠の場合は１４週間）目に当

たる日から出産の日までの期間と出産の日後８週間 

育児時間休暇 １日２回１回につき１時間以内又は１日１回２時間以内 

子の看護のための休暇 

１の年度につき５日（養育する満１８歳に達する日以後の最

初の３月３１日までの間にある子が２人以上の場合は、１０

日）の範囲内の期間 



要介護者の介護のための休暇 
１の年度につき５日（要介護者が２人以上の場合は、１０日）

の範囲内の期間 

妻の出産休暇 
妻の出産に係る入院等の日から出産の日後２週間を経過する

日までの期間における２日の範囲内の期間 

子の養育休暇 
妻の出産予定日以前６週間目に当たる日から出産の日後８週

間までの期間内における５日の範囲内の期間 

生理休暇 ２日の範囲内で必要と認められる期間 

交通機関の混雑のため妊娠中の女性職員の健康維

持をはかる場合 

勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日を通じて１時間を

超えない範囲内で必要と認める時間 

妊産婦の健康診査等のための休暇 

妊娠満２３週までは４週間に１回、妊娠満２４週から満３５

週までは２週間に１回、妊娠満３６週から出産までは１週間

に１回、産後１年まではその間に１回、それぞれ１日の勤務

時間の範囲内で必要と認める時間 

忌引休暇 死亡した親族の区分に応じ、１日から１０日の範囲内の期間 

父母の追悼のための休暇 １日の範囲内の期間 

夏季休暇 原則として連続する３日の範囲内の期間 

災害による職員の住居の滅失又は損壊による休暇 ７日の範囲内の期間 

災害又は交通機関の事故等による休暇 必要と認められる期間 

災害時における危険回避のための休暇 必要と認められる期間 

心身のリフレッシュを図るための休暇 
在職１０年、２０年、３０年及び３５年に達した日の翌日か

ら１年以内の期間において５日の範囲内の期間 

（４）育児休業及び部分休業の取得状況  （単位：人） 

 男 女 計 

育児休業 ２ ３ ５ 

部分休業 １ ２ ３ 

（５）介護休暇の取得状況        （単位：人） 

 男 女 計 

介護休暇 － － － 

（６）病気休暇の取得状況        （単位：人） 

 男 女 計 

病気休暇 １６ １ １７ 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

（１）分限処分者数                                       （単位：人） 

区   分 降 任 免 職 休 職 降 給 計 

勤務実績が良くない場合 － － － － － 

心身の故障の場合 － － １ － １ 

職に必要な適格性を欠く場合 － － － － － 

職制、定数の改廃等により過員を生じた場合 － － － － － 

刑事事件に関し起訴された場合 － － － － － 

条例で定める事由による場合 － － － － － 

（２）懲戒処分者数                                       （単位：人） 

区   分 戒 告 減 給 停 職 免 職 計 

法令に違反した場合 － － － １ １ 

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 － － － － － 



全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 － － － － － 

 

５ 職員の服務の状況 

（１）営利企業等の従事の状況 

申 請 件 数 ３件 

承 認 件 数 ３件 

（２）職務に専念する義務の特例に関する条例による免除の状況 

  人間ドックの受診、運転免許証の更新などの際に、職務に専念する義務を免除しています。 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

（１）研修の実施状況 

  ①一般研修 

研 修 名 対 象 者 
日  数 

（日） 

受講者数

(人) 
備  考 

新規採用職員事前 ２０２３年度新規採用職員 ２ ９ 採用前研修 

新規採用職員 ２０２２年度新規採用職員 ４ １５  

昇任者 司令補・係長昇任者等 １ ６６  

計 ８８  

②派遣研修・学校研修 

研 修 名（派 遣 先） 期  間 受 講 者 数(人) 

総務省消防庁派遣 １～２年 １ 

高崎市派遣（防災安全課） １～２年 １ 

消防大学校 

幹部科 ４７日 １ 

指揮隊長コース １３日 １ 

女性活躍推進コース ９日 １ 

査察業務マネジメントコース ５日 １ 

群馬県消防学校 

初任科 １６８日 １２ 

警防科 １４日 ２ 

予防査察科 １５日 ４ 

危険物科 ９日 ３ 

火災調査科 １２日 ５ 

救急科 ５４日 １４ 

救助科 ２９日 ６ 

上級幹部科 ３日 ２ 

ビデオ硬性挿管用咽頭鏡講習 １日 １ 

計 ５５ 

（２）職員の人事評価の状況 

  ①評定の基準日及び対象期間 

評 定 の 種 類 基 準 日 対 象 期 間 

定期評定 

能力・態度評価 毎年１０月１日 
前年の１０月１日から当該年の

９月３０日まで 

業績評価 毎年３月１日 
前年の４月１日から当該年の３

月１日まで 

特別評定 
条件付採用期間 

評定 

条件付採用期間の開始した日から５月経過 

した日 

条件付採用期間の開始した日か

ら５月経過した日 



  ②被評定者及び評定者の区分 

区 分 被 評 定 者 第１次評定者 第２次評定者 

課 

管理職（課長） 局次長 ― 

管理職（課長補佐・係長等） 課 長 局次長 

一般職（主査以下の職員） 係 長 課 長 

署 

管理職（署長） 局 長 ― 

管理職（副署長） 署 長 局次長 

管理職（署長補佐・係長） 副署長 署 長 

一般職（主査以下の職員） 係 長 署 長 

分署 

管理職（分署長） 副署長 署 長 

管理職（署長補佐・係長） 分署長 署 長 

一般職（主査以下の職員） 係 長 分署長 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）職員の健康の保持増進対策 

①健康診断 

種   類 受 診 者 数 内 容 等 

定期健康診断 のべ８１０人 年２回実施（人間ドック受診者は免除） 

雇入れ時健康診断 ９人 労働安全衛生法第６６条第１項 

がん検診 ０人  

②健康相談・研修 

種   類 回     数 内 容 等 

産業医 １２回 ７月 衛生担当者会議実施 

③ストレスチェック 

種   類 受 診 者 数 内 容 等 

ストレスチェック ４７９人 労働安全衛生法第６６条の１０ 

 

（２）安全衛生に関する事項 

①予防接種 

種   類 接 種 者 数 内 容 等 

B 型肝炎（抗体検査） ３７人 血液等に接触する可能性のある業務に従事する職員 

B 型肝炎（予防接種） １５人 血液等に接触する可能性のある業務に従事する職員 

破傷風 １９人 受傷頻度の高い業務に従事する職員 

②安全衛生管理体制 

総括安全衛生管理者：局次長 

事 業 所 衛生管理者 

高崎市等広域消防局 ９人 

 

（３）災害補償の実施状況 

地方公務員災害補償基金群馬県支部による認定・補償 

災害区分 災害件数 災 害 の 概 要 

公務災害 ７件 捻挫、挫傷、撲傷、切創、脱臼、ヘルニア 

通勤災害 ０件  

（４）互助会（高崎市職員厚生会）に対する助成の状況 

項    目 金 額 等 備   考 



① 互助会に対する助成金額 ２，７８５千円  

② 会員による掛金の額 ４，９６５千円  

③ 公費負担率 ①／（①＋②） ３５．９ ％  

③ 会員一人あたりの補助金額 ①／会員数（４４７名） ６，２５８ 円 会員数 

令和５年３月３１日現在 

（５）共済制度の概要 

本市職員に対して適用されている共済制度は、地方公務員等共済組合法により群馬県市町村職員共済組合が制度を運用、

実施しています。 

短期給付 

（公務外の病気やケガの治療、出

産、死亡、休業、災害時の給付） 

保健給付 療養の給付、高額療養費など 

休業給付 傷病手当金、育児休業手当金など 

災害給付 災害見舞金など 

長期給付 

（老後の経済生活を支援するた

めの給付） 

退職共済年金 組合員期間や一定の条件を満たすことにより 65 歳から支給 

障害共済年金 組合員が在職中に初診日のある病気やケガで一定程度の障害

の状態になったときに支給 

遺族共済年金 組合員又は組合員であった者が死亡したとき遺族に支給 

福祉事業 保健、宿泊、貯金、貸付などの各事業 

 

８ 公平委員会の業務の状況 

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況 

R4.3.31現在 

継続件数（Ａ） 

R4.4.1～R5.3.31 

措置要求件数（Ｂ） 

R4.4.1～R5.3.31 

終結件数（Ｃ） 

R5.3.31現在 

継続件数（Ａ＋Ｂ－Ｃ） 

－ － － － 

（２）不利益処分に関する不服申立ての状況 

R4.3.31現在 

継続件数（Ａ） 

R4.4.1～R5.3.31 

審査請求件数（Ｂ） 

R4.4.1～R5.3.31 

終結件数（Ｃ） 

R5.3.31現在 

継続件数（Ａ＋Ｂ－Ｃ） 

－ １ － １ 

 

 


